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第１章　財務書類の概要

 第１章　財務書類の概要

第１節　作成の基準

　平成18年6月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置づけられまし

た。

　地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針により、各地方公共団体においては、

「新地方公会計制度研究会報告書（平成18年5月）」で示されたように、原則として国の作成基準

に準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、

資金収支計算書、純資産変動計算書の4表の整備を標準形とし、地方公共団体単体及び関連団体等

も含む連結ベースで、「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル（以下「基準モデル」と

いう。）」又は「地方公共団体財務書類作成に係る総務省方式改訂モデル（以下「総務省方式改

訂モデル」という。）に基づき、公会計の整備の推進に取り組むこととされており、本町では平

成20年度決算分より、作成事務の負荷を考慮し、既存の決算統計情報を活用して作成することが

可能な「総務省方式改訂モデル」に基づき財務書類を作成してきており、平成24年度決算分から

は、資産を公正価値で評価するなど、より正確な財務状況の把握が可能な「基準モデル」に基づ

き財務書類を作成し、公表してきました。

　しかし、財務書類の作成方法が複数あり、他の地方公共団体との比較が困難であったことから、

平成26年4月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的

な基準が示され、平成27年1月には総務大臣より全ての地方公共団体に対し、「統一的な基準」に

よる財務書類を原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で作成し、予算編成時等に積極

的に活用するよう要請がありました。

　本町では、上記の要請を受け、平成27年度決算分から「統一的な基準」に基づく財務書類を作

成しており、今般、令和5年度決算分の財務書類を作成しましたので公表いたします。

　この財務書類から得られる本町の資産や負債、行政サービス等の提供に係る行政コストなどの

情報を活用し、今後の財政の効率化・健全化に努めていきます。

平成20年度～23年度決算 平成24年度～26年度決算 平成27年度決算～

総務省方式改定モデル 基準モデル 統一的な基準
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第１章　財務書類の概要

第２節　公会計基準・各モデルの違い

統一的な基準 基準モデル
総務省方式
改訂モデル

財務書類の体系 ①貸借対照表 ①貸借対照表 基準モデルと同じ

②行政コスト計算書及び純資産 ②行政コスト計算書

　変動計算書 ③純資産変動計算書

③資金収支計算書 ④資金収支計算書

固定資産台帳 開始貸借対照表作成時に整備 統一的な基準と同じ 段階的整備を想定

整備 その後継続的に更新 ※売却可能資産･土地

　を優先

複式簿記 官庁会計処理に基づくデータに 統一的な基準と同じ 決算統計データを活用

より、発生の都度又は期末に一 し、期末に一括して仕

括して複式仕訳を実施 訳を実施

有形固定資産の 取得原価が判明/取得原価 事業用資産 公共資産/

昭和59年以前取得分/再調達原価 　土　地/固定資産税 　決算統計データから

評価基準 取得原価が不明/再調達原価 　　　　 評価額 　取得原価を推計

(道路等の敷地は備忘価額1円) 　建物等/再調達原価 売却可能資産/

※開始後は取得原価（再評価し インフラ資産 　売却可能額

　ない） 　土　地/取得原価

※適正な対価を払わずに取得し 　建物等/再調達原価

　たものは再調達原価（道路等

　の土地は備忘価額1円）

税収の取扱い 純資産変動計算書に計上 統一的な基準と同じ 統一的な基準と同じ
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第１章　財務書類の概要

第３節　財務書類から読み取れる情報

財務書類 読み取れる情報

貸借対照表［BS］ 　基準日(会計年度末)時点における地方公共団体の財政状態(資産･負

☐ フロー情報 債･純資産の残高及び内訳)を明らかにすることを目的として作成され､

☑ ストック情報 地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と､保

☐ 現金主義 有する資産をどのような財源(負債･純資産)で賄ってきたのかを総括的

☑ 発生主義 に示した財務書類です｡

BS:Balance Sheet 資　産／住民サービス提供能力

　　将来の資金流入をもたらすもの､将来の行政サービス提供能力を有

　するものに整理されます。

負　債／将来世代の負担

　　将来､債権者に対する支払や返済により地方公共団体から資金流出

　をもたらすものであり､地方債がその主たる項目です｡

純資産／現在までの世代の負担

　　資産と負債の差額であり､将来の資金の流出を伴わない地方税､地

　方交付税､国庫補助金などの財源や資産評価額が計上されています｡

行政コスト計算書［PL］ 　一会計期間中の地方公共団体の費用･収益の取引高を明らかにするこ

☑ フロー情報 とを目的として作成され､福祉サービスの提供などの資産形成に結びつ

☐ ストック情報 かない行政サービスに要した人件費等の経常費用と､その行政サービス

☐ 現金主義 と直接の対価性のある使用料･手数料などの経常収益等を対比させた財

☑ 発生主義 務書類です｡

PL:Profit and Loss 　これにより､地方公共団体の一会計期間中の資産形成に結びつかない

   statement 行政サービスに要した行政コストが明らかになります｡

純資産変動計算書［NW］ 　一会計期間中の地方公共団体の純資産の変動､すなわち政策形成上の

☑ フロー情報 意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動を

☐ ストック情報 明らかにすることを目的として作成され､純資産(現在までの世代の負

☐ 現金主義 担)が一会計期間中にどのように増減したかを示した財務書類です｡

☑ 発生主義 　地方税､地方交付税などの税収等や国県等補助金が純資産の増加要因

NW:Net Worth statement ､行政コスト計算書により明らかになる行政コストが減少要因､固定資

産等形成分の固定資産の変動が増減要因として計上されるなど､一会計

期間中の純資産の変動要因が明らかになります｡

資金収支計算書［CF］ 　一会計期間中の地方公共団体の資金収支の状態､すなわち地方公共団

☑ フロー情報 体の行政活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにするこ

☐ ストック情報 とを目的として作成され､現金等の資金の流れを性質の異なる三つの活

☑ 現金主義 動(業務活動収支､投資活動収支､財務活動収支)に区分して示した財務

☐ 発生主義 書類です｡

CF:Cash Flow statement 　資金収支計算書は､現金等の収支の流れを表したものであることから

､キャッシュ･フロー計算書とも呼ばれます｡

※フロー情報　／1年間の経営成績を示す財務書類

※ストック情報／年度末の財政状態を示す財務書類

※現金主義　　／収益と費用を現金の受け渡しの時点で計上

※発生主義　　／現金の収入や支出に関係なく、収益や費用の事実が発生した時点で計上
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第１章　財務書類の概要

第４節　財務書類３表構成の相互関係

貸借対照表［BS］
行政コスト計算書［PL］及び
純資産変動計算書［NW］

貸方
（保有する資産）

借方
（資産取得に要した財源）

経常費用

資　産 負　債 経常収益

（住民サービス提供能力） （将来世代の負担） 臨時損失

臨時利益

（現在までの世代の負担） 純行政コスト

資金収支計算書［CF］

業務活動収支 財　　源

投資活動収支
資産評価額､無償所管換等
（固定資産等の変動）

財務活動収支 前年度末残高

前年度末残高

第５節　対象となる会計の範囲

一般会計等［1会計］ 特別会計［7会計］ ［4会計］

① 一般会計 ① 国民健康保険事業特別会計 ① 仙南地域広域行政事務組合

② 後期高齢者医療特別会計 ② 宮城県後期高齢者医療広域連合

③ 介護保険事業特別会計 （普通会計・事業会計）

④ 宅地造成事業特別会計 ③ 宮城県市町村非常勤消防団員補

⑤ 上水道事業会計 償報償組合

⑥ 下水道事業会計 ④ みやぎ県南中核病院企業団

⑦ 工業用水道事業会計

（資産形成に結びつかない経
　常的な活動について税収等
で賄うべき行政コスト）

村田町［8会計］
一部事務組合､広域連合､地方独立行政
法人､地方三公社､第三セクター等

(利払後)基礎的財政収支

[プライマリーバランス]

業務活動収支（支払利

息支出を含む。）及び

投資活動収支の合算額

一般会計等財務書類

全体財務書類

連結財務書類

うち現金預金 　純 資 産　

本年度末資金残高

本年度末純資産残高
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第１章　財務書類の概要

(例)現金100万円で車を1台購入した場合

第６節　財務書類の基礎知識

　企業会計は､複式簿記による発生主義会計を採用していますが､地方公共団体における予算･決算に係
る会計制度(官庁会計)は､現金収支を議会の民主的統制下に置くことで､予算の適正･確実な執行を図る
という観点から､確定性､客観性､透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用しています｡

１．単式簿記と複式簿記

　簿記とは､特定の経済主体の活動を､貨幣単位といった一定のルールに従って帳簿に記録する
手続きであり､報告書(決算書等)を作成するための技術ですが､記帳方法により､｢単式簿記｣と
｢複式簿記｣に区分されます｡

単式簿記 経済取引の記帳を現金の収入･支出として一面的に行う簿記の手法(官庁会計)

複式簿記 経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行う簿記の手法(企業会計)

＜単式簿記＞ 現金支出100万円を記帳するのみ
＜複式簿記＞ 現金支出とともに資産増を記帳

資産の増加 資産の減少
 (借方) 車両 100万円  (貸方) 現金 100万円

｢単式簿記｣に加えて｢複式簿記｣を取り入れることで､
資産等のストック情報が｢見える化｣

２．現金主義会計と発生主義会計

　会計とは､経済主体が行う取引を認識(いつ記録するか)･測定(いくらで記録するか)した上で､
帳簿に記録し､報告書(決算書等)を作成する一連の手続きをいいますが､取引の認識基準の考え
方には､｢現金主義会計｣と｢発生主義会計｣があります｡

現金主義会計 現金の収支に着目した会計処理原則(官庁会計)

○ 現金の収支という客観的な情報に基づくため､公金の適正な出納管理に資する
× 現金支出を伴わないコスト(減価償却費､退職手当引当金等)の把握ができない

発生主義会計 経済事象の発生に着目した会計処理原則(企業会計)

○ 現金支出を伴わないコスト(減価償却費､退職手当引当金等)の把握ができる
× 投資損失引当金といった主観的な見積りによる会計処理が含まれる

｢現金主義会計｣に加えて｢発生主義会計｣を採り入れることで､
減価償却費､退職手当引当金等のコスト情報が｢見える化｣

　上記のとおり､発生主義会計では､減価償却費等といった見えにくいコストも含む正確なコス
トの認識が可能となり､経済的事実の発生に基づいた｢適正な期間損益計算｣を行うことができ
ます｡例えば車については､複数年の利用が可能である中で､取得年度に一括で費用を計上する
のではなく､利用可能な年度(耐用年数)に渡って費用を配分することになります[費用配分の原
則]｡上記の会計手続きを｢減価償却｣といいますが､車を例にとると､以下のとおりとなります｡

発生主義会計における減価償却のイメージ(車100万円､耐用年数5年)
〈当年度〉 〈翌1年度〉 〈翌2年度〉 〈翌3年度〉 〈翌4年度〉 〈翌5年度〉

※現金主義会計では､支出年度に100万円を計上するのみ

100万円

20万円

20万円

20万円

20万円

20万円 20万円 20万円 20万円 20万円 20万円
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第２章　財務書類３表の内容

 第２章　財務書類３表の内容

第１節　作成の基準日等

１．作成の基準日

令和5年度末現在（令和6年3月31日現在） を基準日として作成

※ 出納整理期間(令和6年4月1日～5月31日)における出納については､基準日までに終了した

ものとして取り扱っています｡

２．端数処理

　本書の各数値については､表示単位未満を四捨五入しており､端数調整をしていないため､合

計と一致しない場合があります｡また､表示単位未満に端数がある場合は｢0｣と表示しています｡

第２節　各財務書類の科目説明

１．貸借対照表の科目

有形 事業用資産 役場庁舎や学校施設などの資産

固定 インフラ資産 道路や橋りょうなどの資産

資産 物品 器具備品や機械装置などの資産

無形固定資産 ソフトウェアなどの資産

投資その他の資産 有価証券等の債権､出資金などの資産

流動資産 現金預金､税等の未収金などの資産

※流動資産のうち､「現金預金」は､資金収支計算書の「本

　年度末現金預金残高」と同額

固定 地方債 償還予定が1年を超える地方債

負債 引当金 退職手当引当金など

流動 地方債 1年以内に償還予定の地方債

負債 未払金 町に支払義務がある債務（翌年度に支払う債務）

引当金 賞与等引当金など

純資産の部 資産取得に要した現在までの世代の負担

※行政コスト計算書及び純資産変動計算書の「本年度末純

　資産残高」と同額

固
定
資
産

負
債
の
部

資
産
の
部
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第２章　財務書類３表の内容

２．行政コスト計算書及び純資産変動計算書の科目

業務 人件費 職員給与費､賞与･退職給与引当金などの費用

費用 物件費等 職員旅費､委託料､消耗品､修繕費､減価償却費などの費用

その他の業務費用 地方債に係る支払利息などの費用

移転 補助金等 団体等への補助金交付などの費用

費用 社会保障給付 扶助費などの費用

他会計への繰出金 特別会計や公営企業会計に対する繰出金などの費用

その他 負担金などの費用

経常収益 使用料､手数料などの収益

純経常行政コスト 経常費用 － 経常収益

臨時損失 災害復旧事業費､資産除売却損などの費用や損失

臨時利益 資産売却益などの利益

純行政コスト 純経常行政コスト ＋ 臨時損失 － 臨時利益

財源 税収等(地方税､地方交付税､地方譲与税等)､国県等補助金

(国庫支出金及び県支出金等)など

本年度差額 財源 － 純行政コスト

資産評価差額 有価証券等の評価差額

無償所管替等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

本年度純資産変動額 本年度差額 ＋ 資産評価差額 ＋ 無償所管替等

前年度末純資産残高 前年度末純資産残高

本年度末純資産残高 本年度純資産変動額 ＋ 前年度末純資産残高

３．資金収支計算書の科目

業務活動 業務支出 人件費､物件費､地方債支払利息､補助費､社会保障給付費な

収　　支 どの支出

業務収入 町税､使用料､手数料などの収入

臨時支出 災害復旧事業費などの支出

臨時収入 資産売却収入などの収入

投資活動 投資活動支出 公共施設等整備費､基金積立金､投資及び出資金などの支出

収　　支 投資活動収入 国県補助金､基金取崩､資産売却収入などの収入

(利払後)基礎的財政収支 業務活動収支(支払利息支出を含む) ＋ 投資活動収支

[プライマリーバランス]

財務活動 財務活動支出 地方債に係る元本償還などの支出

収　　支 財務活動収入 地方債発行などの収入

本年度資金収支額 業務活動収支 ＋ 投資活動収支 ＋ 財務活動収支

前年度末資金残高 前年度末資金残高

本年度末資金残高 本年度資金収支額 ＋ 前年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高 前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額 本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高 前年度末歳計外現金残高 ＋ 本年度歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高 本年度末資金残高 ＋ 本年度末歳計外現金残高

経
常
費
用
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第２章　財務書類３表の内容

（令和6年3月31日現在） [単位:百万円]

第３節　貸借対照表

　基準日時点における財政状態(資産･負債･純資産の残高及び内訳)を示した財務書類です｡

資産の部（サービス提供能力） 負債の部（将来世代の負担）

科目 一般会計等 全体 連結 科目 一般会計等 全体 連結

固定資産 21,843 29,295 29,585 固定負債 5,759 10,231 11,331

有形固定資産 19,140 26,276 28,200 地方債 5,044 6,898 7,742

事業用資産 19,172 19,190 23,036 退職手当引当金 715 814 888

減価償却累計額 -12,227 -12,227 -14,400 その他 0 2,520 2,700

インフラ資産 33,568 43,635 43,653 流動負債 750 1,145 1,487

減価償却累計額 -21,413 -24,668 -24,677 1年以内償還予定 606 863 1,032

物品 232 1,119 1,830 地方債

減価償却累計額 -192 -773 -1,242 未払金･未払費用 0 133 257

無形固定資産 0 285 285 賞与等引当金 88 93 137

投資その他の資産 2,703 2,734 1,099 その他 55 55 61

流動資産 1,061 2,462 2,822 負債合計 6,509 11,376 12,818

現金預金 296 1,294 1,399 純資産の部（現在までの世代の負担）

基金 754 1,092 1,162

うち財政調整基金 754 1,092 1,162 純資産合計 16,396 20,382 19,589

その他 11 77 260

資産合計 22,904 31,758 32,406 負債･純資産合計 22,904 31,758 32,406

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

資産の概要 一般会計等資産総額 229.0億円

負債の概要 一般会計等負債総額 65.1億円

純資産の概要

　将来の世代が負担していくことになる負債
は、一般会計等で65.1億円､全体で113.8億
円､連結で128.2億円となっています。
　一般会計等の負債の87%は地方債(固定負債
78%､流動負債9%)で構成されています｡

　資産と負債の差額であり、将来の資金の流出を伴わない財源である純資産は、一般会計等で164億
円､全体で203.8億円､連結で195.9億円となっています。

　住民サービス提供能力を表す資産は､一般
会計等で229億円､全体で317.6億円､連結で
324.1億円となっています｡
　一般会計等の資産の83%は､役場庁舎や学校
施設等の事業用資産(30%)と道路や橋りょう
等のインフラ資産(53%)で構成されています｡

事業用資産　　

69.5億円

ｲﾝﾌﾗ資産　

121.5億円

現金預金　

3億円

基金　

7.5億円

その他　

27.5億円

地方債(固定)　

50.4億円

地方債(流動)　

6.1億円

その他　

8.6億円

- 8 -



第２章　財務書類３表の内容

（自 令和5年4月1日　至 令和6年3月31日） [単位:百万円]

第４節　行政コスト計算書及び純資産変動計算書

　一会計期間中の費用･収益の取引高及び純資産(及びその内部構成)の変動を示した財務書類です｡

科目 一般会計等 全体 連結

経常費用 A 5,581 8,629 11,227

業務費用 3,561 4,283 5,961

人件費 1,254 1,331 2,147

物件費等 2,246 2,835 3,608

その他の業務費用 61 116 207

移転費用 2,020 4,346 5,266

補助金等 1,139 1,167 915

社会保障給付 480 3,178 4,348

他会計への繰出金 401 0 0

その他 0 0 2

経常収益 B 174 658 1,866

純経常行政コスト C = A - B 5,407 7,971 9,361

臨時損失 D 84 85 88

臨時利益 E 0 20 40

純行政コスト F = C + D - E 5,491 8,036 9,408

財源 G 5,475 8,110 9,380

うち税収等 4,338 5,308 5,987

うち国県等補助金 1,137 2,802 3,393

本年度差額 H = G - F -16 74 -28

資産評価差額 I 2 2 2

無償所管替等 J 63 77 77

その他 K -2 -2 -11

本年度純資産変動額 L = H + I + J + K 47 151 41

前年度末純資産残高 M 16,349 20,231 19,547

本年度末純資産残高 L + M 16,396 20,382 19,589

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

概要 一般会計等経常費用総額 55.8億円

一般会計等の経常費用の構成

　一般会計等の経常費用のうち､委託費や減価償却費に要した物件費等(40%)及び人件費(23%)等の業
務費用が64%を占め､補助金等(20%)､社会保障給付(9%)及び他会計への繰出金(7%)等の移転費用が36%
を占めています｡

　純行政コストは､一般会計等で54.9億円､全体
で80.4億円､連結で94.1億円となっています｡
　財源である税収等は､一般会計等で43.4億円､
全体で53.1億円､連結で59.9億円となっていま
す。
　純行政コストと財源に資産評価差額等を加減
した本年度純資産変動額は､一般会計等で0.5億
円､全体で1.5億円、連結で0.4億円となってお
り､一般会計等、全体及び連結の純資産が増加
しています。

人件費　

12.5億円

物件費等　

22.5億円
その他の業務費用　

0.6億円

補助金等　

11.4億円

社会保障給付　

4.8億円

他会計への繰出金　

4億円
その他の移転費用　

0億円
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第２章　財務書類３表の内容

（自 令和5年4月1日　至 令和6年3月31日） [単位:百万円]

第５節　資金収支計算書

　一会計期間中の現金の受払いを3つの区分で示した財務書類です。

科目 一般会計等 全体 連結

業務活動収支 A = (D+F)-(B+E) 851 1,256 1,390

義務支出 B 4,582 7,234 9,615

うち支払利息支出 C 33 59 71

義務収入 D 5,498 8,556 11,072

臨時支出 E 66 66 66

臨時収入 F 0 0 0

投資活動収支 G = I - H -622 -725 -705

投資活動支出 H 807 997 1,028

投資活動収入 I 185 272 322

(利払後)基礎的財政収支 ( (D+F) - (B+E) ) + G 229 531 685

財務活動収支 J = L - K -250 -371 -494

財務活動支出 K 640 936 1,152

財務活動収入 L 390 566 658

本年度資金収支額 M = A + G + J -22 161 191

前年度末資金残高 N 263 1,078 1,153

比較連結割合変更に伴う差額 O 0 0 0

本年度末資金残高 P = M + N + 0 241 1,239 1,344

前年度末歳計外現金残高 Q 52 52 53

本年度歳計外現金増減額 R 3 3 2

本年度末歳計外現金残高 S = Q + R 55 55 55

本年度末現金預金残高 P + S 296 1,294 1,399

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

概要

(利払後)基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　業務活動収支は､一般会計等で8.5億円､全体で12.6億円､連結で14億円となっています｡
　投資活動収支は､一般会計等で6.2億円､全体で7.3億円､連結で7億円の不足となっており､不足分は
業務活動収支で賄われています｡
　財務活動収支は､一般会計等では2.5億円､全体で3.7億円､連結で4.9億円の不足となっています｡こ
れは一般会計等において､地方債発行額に対して地方債元本償還額が下回っていることを示していま
す｡
　本年度は､一般会計等で△0.2億円､全体で1.6億円､連結で1.9億円の資金が変動し､本年度末現金預
金残高は､一般会計等で3億円､全体で12.9億円､連結で14億円となっています。

　業務活動収支(支払利息支出を含む)と投資活動収支の合計収支である(利払後)基礎的財政収支は､
一般会計等で2.3億円､全体で5.3億円､連結で6.9億円となっています｡
　(利払後)基礎的財政収支は､政策的経費が税収等でどの程度賄われているかを示す指標であり､収
支が均衡していれば､地方債に依存しない財政運営が行われていることを示しています｡
　地方債を財源とする公共施設等整備事業や､財政調整基金等の積立を行うと､投資活動支出が増加
することから､(利払後)基礎的財政収支は悪化します｡
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第２章　財務書類３表の内容

町民一人当たり貸借対照表 [単位:万円]

町民一人当たり行政コスト計算書及び純資産変動計算書 [単位:万円]

町民一人当たり資金収支計算書 [単位:万円]

第６節　町民一人当たりの財務書類

　令和5年度末現在(令和6年3月31日現在)の住民基本台帳人口を基に作成した町民一人当たりの財
務書類です｡

令和5年度末現在(令和6年3月31日現在)の住民基本台帳人口　9,987人

資産の部（サービス提供能力） 負債の部（将来世代の負担）

科目 一般会計等 全体 連結 科目 一般会計等 全体 連結

固定資産 219 293 296 固定負債 58 102 113

有形固定資産 192 263 282 地方債 51 69 78

無形固定資産 0 3 3 その他 7 33 36

投資その他の資産 27 27 11 流動負債 8 11 15

流動資産 11 25 28 1年以内償還予定地方債 6 9 10

現金預金 3 13 14 その他 1 3 5

基金 8 11 12 負債合計 65 114 128

その他 0 1 3 純資産合計 164 204 196

資産合計 229 318 324 負債･純資産合計 229 318 324

科目 一般会計等 全体 連結

経常費用 A 56 86 112

経常収益 B 2 7 19

純経常行政コスト C = A - B 54 80 94

臨時損失 D 1 1 1

臨時利益 E 0 0 0

純行政コスト F = C + D - E 55 80 94

財源 G 55 81 94

本年度差額 H = G - F -0 1 -0

資産評価差額 I 0 0 0

無償所管替等 J 1 1 1

その他 K -0 -0 -0

本年度純資産変動額 L = H + I + J + K 0 2 0

前年度末純資産残高 M 164 203 196

本年度末純資産残高 L + M 164 204 196

科目 一般会計等 全体 連結

業務活動収支 A 9 13 14

投資活動収支 B -6 -7 -7

(利払後)基礎的財政収支 A(支払利息を含む)-B 2 5 7

財務活動収支 C -3 -4 -5

本年度資金収支額 D = A + B + C 0 2 2

前年度末資金残高 E 3 11 12

比較連結割合変更に伴う差額 F 0 0 0

本年度末資金残高 G = D + E + F 2 12 13

前年度末歳計外現金残高 H 1 1 1

本年度歳計外現金増減額 I 0 0 0

本年度末歳計外現金残高 J = H + I 1 1 1

本年度末現金預金残高 G + J 3 13 14
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第２章　財務書類３表の内容

町の財務書類を家計に例えると

　町の一般会計等財務書類をベースに､資産総額2,291万円で給与収入等が548万円の家計に例えると

以下のようになります｡

貸借対照表

資産の部 負債の部

土地･家屋 1,914 万円 住宅ローン等 651 万円

定期預金等 271 万円 負債合計 651 万円

現金･預金等 106 万円 純資産の部

既に負担済みの額 1,640 万円

純資産合計 1,640 万円

資産合計 2,291 万円 負債･純資産合計 2,291 万円

行政コスト計算書及び純資産変動計算書 資金収支計算書

項　目 金　額 項　目 金　額

食費 125 万円 日常的な支出(h) 465 万円

光熱水費､被服費､修理費 225 万円 　[食費､光熱水費､被服費､

ローン利息等 6 万円 　 医療費 等]

各種会費､習い事代等 114 万円 日常的な収入(i) 550 万円

医療費 48 万円 　[給与収入等]

子どもへの仕送り等 40 万円 投資支出(j) 81 万円

その他生活雑費 8 万円 　[家の増改築､積立金 等]

日常的な経費(a) 566 万円 投資収入(k) 18 万円

雑収入(b) 17 万円 　[預金取崩 等]

家計費(c=a-b) 549 万円 財務支出(l) 64 万円

給与収入等(d) 548 万円 　[ローン返済]

その他増減(e) 6 万円 財務収入(m) 39 万円

本年度純資産変動額 5 万円 　[ローン借入]

(f=d-c+e) その他収支(n) 0 万円

前年度末純資産残高(g) 1,635 万円 年間収支 -2 万円

本年度末純資産残高(f+g) 1,640 万円 　　(o=(i+k+m)-(h+j+l)+n)

前年度末現金預金残高(p) 32 万円

本年度末現金預金残高(o+p) 30 万円

概要
◎
◎

◎

1,914万円の土地･家屋を所有しており､住宅ローン等が651万円残っています｡
土地･家屋等の資産に占める､ローン返済等が済んでいる純資産の割合(純資産比率)は71.6%と
なっています｡【純資産比率 = 純資産合計 / 資産合計】
ローンの返済可能年数(地方債等償還可能年数)は29.6年となっています｡
　【ローン完済までの年数 = 住宅ローン等 / (日常的な収支 + 投資収支)】
給与収入等に対する家計費の割合(行政コスト対税収等比率)は100.2%となっています｡家計費
が給与収入等を上回っており､給与収入だけでは家計費の支払いができず、貯金を下ろして家
計をやりくりしたことになります｡給与収入等に対する家計費の割合が100%を下回ると､車の購
入や家の増改築を行うための余裕があると言え､逆に100%を上回ると､車等を購入するための余
裕がないと言えます｡ 【給与収入等に対する家計費の割合 = 家計費 / 給与収入等】
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第３章　経年比較財務書類

（令和6年3月31日現在） [単位:百万円]

 第３章　経年比較財務書類

第１節　貸借対照表

会計単位 一般会計等 全体 連結

科目 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比

固定資産 21,843 22,140 -297 29,295 29,724 -429 29,585 30,193 -608

有形固定資産 19,140 19,650 -510 26,276 26,912 -636 28,200 28,922 -722

無形固定資産 0 0 0 285 291 -6 285 292 -7

投資その他の資産 2,703 2,490 213 2,734 2,521 213 1,099 978 121

流動資産 1,061 941 120 2,462 2,196 266 2,822 2,580 241

資産合計 22,904 23,082 -177 31,758 31,921 -163 32,406 32,773 -367

固定負債 5,759 5,963 -204 10,231 10,588 -357 11,331 11,787 -456

地方債 5,044 5,262 -218 6,898 7,214 -316 7,742 8,137 -395

その他 715 701 14 3,333 3,374 -41 3,589 3,650 -61

流動負債 750 769 -20 1,145 1,102 43 1,487 1,439 48

1年以内償還予定 606 638 -31 863 916 -53 1,032 1,130 -97

地方債 0 0 0

その他 143 132 11 282 185 96 455 309 146

負債合計 6,509 6,733 -224 11,376 11,690 -314 12,818 13,226 -408

純資産 16,396 16,349 47 20,382 20,231 151 19,589 19,547 41

負債･純資産合計 22,904 23,082 -177 31,758 31,921 -163 32,406 32,773 -367

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

令和4年度 令和5年度

資　産

負　債

純資産

資
産

　資産は､前年度と比較して､一般会計等で1.8億円､全体で1.6億円､連結で3.7億円の減となっていま
す｡一般会計等の資産が減となった主な要因は､有形固定資産が償却資産の減価償却により減となっ
たことによるものです。

　負債は､前年度と比較して､一般会計等で2.2億円､全体で3.1億円､連結で4.1億円の減となっていま
す｡一般会計等が減となった主な要因は､地方債の元金償還により地方債残高が減となったことによ
るものです｡

　純資産は､前年度と比較して､一般会計等で0.5億円､全体で1.5億円､連結で0.4億円の増となってい
ます｡

負
債

負債　　

67億円

(29.1%)

純資産　　

163億円

(70.9%)

資産　　

231億円

負債　　

65億円

(28.4%)

純資産　　

164億円

(71.6%)

資産　　

229億円
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第３章　経年比較財務書類

（自 令和5年4月1日　至 令和6年3月31日） [単位:百万円]

第２節　行政コスト計算書及び純資産変動計算書

会計単位 一般会計等 全体 連結

科目 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比

経常費用 5,581 5,645 -64 8,629 8,518 111 11,227 10,723 504

経常収益 174 218 -43 658 703 -44 1,866 1,856 10

純経常行政コスト 5,407 5,428 -21 7,971 7,816 155 9,361 8,868 493

臨時損失 84 154 -70 85 157 -72 88 161 -73

臨時利益 0 0 0 20 0 20 40 12 29

純行政コスト 5,491 5,582 -91 8,036 7,972 64 9,408 9,017 391

財源 5,475 5,441 35 8,110 7,930 180 9,380 8,927 453

本年度差額 -16 -141 125 74 -42 116 -28 -90 62

資産評価差額 2 -2 4 2 -2 4 2 -2 4

無償所管替等 63 4 58 77 20 58 77 20 58

その他 -2 -5 3 -2 -5 3 -11 43 -54

本年度純資産変動額 47 -143 190 151 -29 181 41 -29 70

前年度末純資産残高 16,349 16,492 -143 20,231 20,260 -29 19,547 19,576 -29

本年度末純資産残高 16,396 16,349 47 20,382 20,231 151 19,589 19,547 41

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

令和4年度 経常費用 56.5億円 令和5年度 経常費用 55.8億円

純行政コスト

財　源

純資産変動額

　純行政コストは､前年度と比較して､一般会計等で0.9億円の減､全体で0.6億円､連結で3.9億円の増
となっています｡一般会計の純行政コストが減となった主な要因は、災害復旧事業費の臨時損失が減
となったことによるものです｡

　財源は､前年度と比較して､一般会計等で0.4億円､全体で1.8億円、連結で4.5億円の増となってい
ます｡一般会計の財源が増となった主な要因は､税収等が増となったことによるものです｡

　純行政コストと財源に資産評価差額等を加減した本年度純資産変動額は､一般会計等で1.9億円､全
体で1.8億円､連結で0.7億円の増となっています｡一般会計等の純資産変動額が増となった主な要因
は､純行政コストが財源を下回り、本年度差額が増となったことによるものです｡

人件費

12.6億円

物件費等

23.2億円
その他の業務費用

0.8億円

補助金等

11.2億円

社会保障給付

4.6億円

他会計への繰出金

4億円 人件費

12.5億円

物件費等

22.5億円

その他の業務費用

0.6億円

補助金等

11.4億円

社会保障給付

4.8億円

他会計への繰出金

4億円
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第３章　経年比較財務書類

（自 令和5年4月1日　至 令和6年3月31日） [単位:百万円]

第３節　資金収支計算書

会計単位 一般会計等 全体 連結

科目 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比 R5年度 R4年度 前年比

業務活動収支 851 796 55 1,256 1,121 136 1,390 1,216 174

投資活動収支 -622 -538 -84 -725 -722 -3 -705 -692 -13

(利払後)基礎的財政収支 229 258 -29 531 398 133 685 523 161

財務活動収支 -250 -270 19 -371 -352 -19 -494 -483 -11

本年度資金収支額 -22 -12 -10 161 46 114 191 40 151

前年度末資金残高 263 275 -12 1,078 1,032 46 1,153 1,113 39

比較連結割合変更に伴う差額 0 0 0 0 0 0 0 -1 1

本年度末資金残高 241 263 -22 1,239 1,078 161 1,344 1,153 191

前年度末歳計外現金残高 52 96 -44 52 96 -44 53 97 -44

本年度歳計外現金増減額 3 -44 47 3 -44 47 2 -44 46

本年度末歳計外現金残高 55 52 3 55 52 3 55 53 2

本年度末現金預金残高 296 315 -19 1,294 1,130 164 1,399 1,206 193

（端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。）

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度資金収支額

(利払後)基礎的財政収支

　業務活動収支は､前年度と比較して､一般会計等で0.6億円､全体で1.4億円、連結で1.7億円の増と
なっています｡一般会計等の業務活動収支が増となった主な要因は､税収等の業務収入が増となり、
災害復旧事業等の臨時支出が減となったことによるものです｡

　投資活動収支は､前年度と比較して､一般会計等で0.8億円､全体で3百万円、連結で0.1億円の減と
なっています｡一般会計等の投資活動収支が減となった主な要因は､基金積立金等の投資活動支出が
増となったことによるものです｡

　財務活動収支は､前年度と比較して､一般会計等で0.2億円の増、全体で0.2億円､連結で0.1億円の
減となっています｡一般会計等の財務活動収支が増となった主な要因は､地方債の償還支出の減によ
るものです。

　業務活動収支､投資活動収支及び財務活動収支の合計収支である本年度資金収支額は､前年度と比
較して､一般会計等で0.1億円の減、全体で1.1億円､連結で1.5億円の増となっています｡

　業務活動収支(支払利息支出を含む)と投資活動収支の合計収支である(利払後)基礎的財政収支は､
前年度と比較して､一般会計等で0.3億円の減､全体で1.3億円、連結で1.6億円の増となっています｡
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第４章　財務書類の分析等

第４章　財務書類の分析等

第１節　財務書類の活用･分析の視点

財務書類等活用の視点

［(一財)地方財務協会｢統一的な基準による地方公会計マニュアル(財務書類等活用の手引き)｣より］

財務書類分析の視点

［(一財)地方財務協会｢統一的な基準による地方公会計マニュアル(財務書類等活用の手引き)｣より］
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第４章　財務書類の分析等

第２節　財務書類の分析

１．資産形成度

　資産形成度は､「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」といった住民等の関心に基づく指標

です｡

(1) 住民一人当たり資産額

　住民一人当たり資産額により､住民等にとってわかりやすい情報となるとともに､他の地方公

共団体との比較が容易になります｡

(2) 歳入額対資産比率

　歳入額対資産比率により､これまでに形成されたストックとしての資産が､歳入の何年分に相

当するかを表し､資産形成の度合いを測ることができます｡

(3) 有形固定資産減価償却率

　有形固定資産減価償却率により､耐用年数に対して資産の取得からどの程度老朽化が進んでい

るのかを全体として把握することができます｡

227 227 229

313 314 318

322 323 324

200

250

300

350

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で229万円､全体で318万

円､連結で324万円となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等で2万円、全体で4

万円、連結で1万円の増となっています｡

住民一人当たり資産額＝資産合計÷住民基本台帳人口

3.6
3.8 3.8

3.3
3.4

3.4

2.8 2.8 2.7

2.5

3.0

3.5

4.0

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で3.8年､全体で3.4年､

連結で2.7年となっています｡

　前年度と比較して､連結で0.1年の減となってい

ます｡

　歳入額対資産比率の平均的な値は3～7年といわ

れています｡

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額（業務収入＋臨

時収入＋投資活動収入＋財務活動収入）

67.6% 69.0%
70.9%

61.0% 62.5%

54.7%
60.8% 62.3%

64.2%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で70.9%､全体で54.7%､

連結で64.2%となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等及び連結で1.9%の

増､全体で7.8%の減となっています｡

有形固定資産減価償却比率＝減価償却累計額÷｛（有形

固定資産合計－建設仮勘定－土地－立木竹）＋減価償却

累計額｝
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第４章　財務書類の分析等

２．世代間公平性

　世代間公平性は､｢将来世代と現世代との負担の分担は適切か｣といった住民等の関心に基づく指標

です｡

(1) 純資産比率

　地方公共団体は､地方債の発行を通じて､将来世代と現世代の負担の配分を行っており､純資産

比率の変動は､将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを表しています｡

　純資産の減少は､現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受す

る一方で､将来世代に負担が先送りされたことを意味し､逆に､純資産の増加は､現世代が自らの

負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味します｡

(2) 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

　将来世代負担比率により､社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができ

ます｡

70.2% 70.8% 71.6%

62.6% 63.4% 64.2%

58.8% 59.6% 60.4%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で71.6%､全体で64.2%､

連結で60.4%となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等、全体及び連結で

0.8%の増となっています。

純資産比率＝純資産合計÷資産合計

30.4%

30.0%
29.5%

30.4%

29.9%
29.2%

32.5% 31.7%
30.8%

25.0%

27.0%

29.0%

31.0%

33.0%

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で29.5％、全体で

29.2％､連結で30.8％となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等で0.5％、全体で

0.7％､連結で0.9％の減となっています｡

将来世代負担比率＝地方債÷（有形固定資産合計＋無形

固定資産合計）
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第４章　財務書類の分析等

３．持続可能性（健全性）

　持続可能性は､｢財政に持続可能性があるか(どのくらい借金があるか)という住民等の関心に基づ

く指標です｡

(1) 住民一人当たり負債額

　住民一人当たり負債額により､住民にとってわかりやすい情報となるとともに､他の地方公共

団体との比較が容易になります｡

(2) (利払後)基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　基礎的財政収支により､地方債等の元利償還額を除いた歳出と､地方債等発行収入を除いた歳

入のバランスを示す指標となり､当該バランスが均衡している場合には､経済成長率が長期金利

を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず､持続可能な財政運営であるとい

えます｡

68 66 65

117 115 114

132 130 128

60

80

100

120

140

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で65万円､全体で114万

円､連結で128万円となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等及び全体で1万円､

連結で2万円の減となっています｡

住民一人当たり負債額＝負債合計÷住民基本台帳人口

318

258
229

667

398
531

802

523
685

0

200

400

600

800

1,000

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で229百万円､全体で531

百万円､連結で685百万円となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等で29百万円の減､

全体で133百万円､連結で162百万円の増となってい

ます｡

(利払後)基礎的財政収支＝業務活動収支(支払利息支出

を含む)＋投資活動収支

- 19 -



第４章　財務書類の分析等

(3) 債務償還可能年数

　実質債務(地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務)が償還財源上限額(資金

収支計算書における業務活動収支の黒字分(臨時収支分を除く｡))の何年分あるかを示す指標で

す｡

　債務償還能力は､債務償還可能年数が短いほど高く､債務償還可能年数が長いほど低いといえ

ます｡

(4) 地方債等償還可能年数

　地方債等残高が(利払後)基礎的財政収支(資金収支計算書における業務活動収支と投資活動収

支を足したもの)の何年分あるかを示す指標です｡

　地方債等償還能力は､地方債等償還可能年数が短いほど高く､地方債等償還可能年数が長いほ

ど低いといえます｡

(5) 住民一人当たり実質借入額

　住民一人当たり実質借入額により､住民にとってわかりやすい情報となるとともに､他の地方

公共団体との比較が容易になります｡

5.9

7.0

6.5

5.0

8.0

R3 R4 R5

一般会計等

　令和5年度の債務償還可能年数は6.5年となって

います｡

　前年度と比較して0.5年の減となっています。

　

19.4
22.9

24.7

12.7
20.4

14.6

12.1
17.7 12.8

0.0

10.0

20.0

30.0

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で24.7年､全体で14.6年､

連結で12.8年となっています｡

地方債等償還可能年数＝地方債等÷（業務活動収支＋投

資活動収支）

債務償還可能年数＝（将来負担額－充当可能基金残高）

÷（業務収入等－業務支出）

※業務収入等…業務収入＋減収補填債特例分発行

45
42

38

57
52

45

66
61

53

30

40

50

60

70

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で38万円､全体で45万円､

連結で53万円となっています｡

　前年度と比較して一般会計等で4万円､全体で7万

円、連結で8万円の減となっています｡

住民一人当たり実質借入額＝（地方債等－基金等）÷住

民基本台帳人口
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第４章　財務書類の分析等

４．効率性

　効率性は､｢行政サービスは効率的に提供されているか｣といった住民等の関心に基づく指標です｡

(1) 住民一人当たり行政コスト

　住民一人当たり行政コストにより､地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができま

す｡

５．弾力性

　弾力性は､｢資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか｣といった住民等の関心に基づく指標です｡

(1) 行政コスト対税収等比率

　行政コスト対税収等比率により､当該年度の税収のうち､どれだけが資産形成を伴わない行政

コストに費消されたのかを把握することができます｡

　この比率が100%に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ､さらに100%を上回ると､過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表しています｡

54 55 55

77 78 80

88 89 94
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110

R3 R4 R5

一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で55万円､全体で80万円､

連結で94万円となっています｡

　前年度と比較して､全体で2万円、連結で5万円の

増となっています｡

住民一人当たり行政コスト＝純行政コスト÷住民基本台

帳人口
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　令和5年度は､一般会計等で100.3％､全体で

99.1％､連結で100.3％となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等で2.3％､全体で

1.4％､連結で0.7％の減となっています｡

行政コスト対税収等比率＝純行政コスト÷財源
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第４章　財務書類の分析等

６．自律性

　自律性は､｢歳入はどのくらい税収等で賄われているか(受益者負担の水準はどうなっているか)と

いった住民等の関心に基づく指標です｡

(1) 受益者負担の割合

　行政コスト計算書の経常収益は､使用料･手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額で

すので､これを経常費用と比較することにより､行政サービスの提供に対する受益者負担の割合

を算出することができます｡

［再掲］令和5年度 一般会計等財政指標一覧

資産形成度 世代間公平性

住民一人当たり
資産額

歳入額対資産
比率

有形固定資産
減価償却率

純資産比率
将来世代負担

比率

229 万円 3.8 年 70.9 ％ 71.6 ％ 29.5 ％

持続可能性

住民一人当たり
負債額

(利払後)
基礎的財政収支

債務償還可能
年数

地方債等償還
可能年数

住民一人当たり
実質借入額

65 万円 229 万円 6.5 年 24.7 年 38 万円

効率性 弾力性 自律性

住民一人当たり
行政コスト

行政コスト対
税収等比率

受益者負担の
割合

55 万円 100.3 ％ 3.1 ％

3.0% 3.9% 3.1%

7.7% 8.2% 7.6%

16.1% 17.3% 16.6%

0.0%
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一般会計等 全体 連結

　令和5年度は､一般会計等で3.1％､全体で7.6％､

連結で16.6％となっています｡

　前年度と比較して､一般会計等で0.8％、全体で

0.6％、連結で0.7％の減となっています｡

受益者負担の割合＝経常収益÷経常費用
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第４章　財務書類の分析等

第３節　主要財政指標

１．財政力指数

　地方公共団体の財政力を示す指標で､基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去

3年間の平均値です｡

　財政力指数が高いほど､普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり､財源に余裕があるとい

えます｡

２．経常収支比率

　地方税､普通交付税のように使途が特定されておず､毎年度経常的に収入される一般財源(経常一

般財源)のうち､人件費､扶助費､公債費のように毎年度経常的に支出される経費(経常経費)に充当さ

れたものが占める割合を表しています｡

　令和5年度の財政力指数は0.41となり､県

内市町村平均の0.53を0.12下回っており､前

年度より0.01増加しています。

　依然として県内市町村平均を下回ってい

るため､各種団体への補助金の見直しや公営

企業会計への一般会計からの繰出金抑制等

により､歳出削減に努める必要があります｡

財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額

　令和5年度の経常収支比率は91.4となり､

県内平均の96.9を5.5下回っており､前年度

より0.4減少しています。

　令和5年度の経常収支比率は前年度比で減

少しており、引き続き更なる経常的収入の

確保及び人件費の削減や公債費の軽減など

経常的経費の抑制に努める必要があります。

経常収支比率＝[(人件費､扶助費､公債費等に充当

した一般財源等)÷(経常一般財源等(地方税＋普

通交付税等)＋減収補填債特例分＋臨時財政対策

債)]×100
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第４章　財務書類の分析等

３．実質公債費比率

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

の過去3年間の平均値で,借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し､資金

繰りの程度を表す指標です｡

４．将来負担比率

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め､地方公共団体の一般会計等が将

来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です｡

　地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高を指標化し､将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます｡

　令和5年度の実質公債費比率は11.2となり､

県内市町村平均の6.2を5上回るものの、前

年度より0.1減少しています｡

　財政再生基準及び早期健全化基準を下

回っており､年々減少傾向にあるものの､依

然として高い水準にあります｡

実質公債費比率＝[(地方債の元利償還金＋準元利

償還金)－(特定財源＋元利償還金･準元利償還金

に係る基準財政需要額算入額)]÷(標準財政規模

－元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額)

　令和5年度の将来負担比率は47.2となり､

県内市町村平均の16.3を30.9上回るものの､

前年度より12.2減少しています｡

　早期健全化基準を下回っており､年々減少

傾向にあるものの､依然として高い水準にあ

ります｡

将来負担比率＝[将来負担額ー(充当可能基金額＋

特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政

需要額算入見込額)]÷(標準財政規模－元利償還

金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
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